
八
街
市
人
事
行
政
運
営
等
の
状
況

八
街
市
人
事
行
政
運
営
等
の
状
況

5 平成23年12月1日 やちまた ホームページアドレス　http://www.city.yachimata.lg.jp/

　○人件費の状況
　　人件費とは、一般職に支給される給与と市長や議員など特別職に支給される給料、報酬、手当のほか、共済費などを含む経費の合
　計をいいます。
　　平成22年度普通会計決算における人件費の状況は次のとおりです。

　八街市の職員の任用、服務や勤務条件などの人事行政の運営等の状況および職員の給与・定員管理の
状況などを市民の皆さんにご理解いただくため次のとおり公表します。
　なお、詳細な内容は市ホームページでも公表する予定です。
　詳しくは、市役所総務課☎４４３－１１１３へ。

　○職員給与費の状況（普通会計予算）
　　平成23年度普通会計当初予算における給与費の状況は次のとおりです。

　○ラスパイレス指数の状況

（注）普通会計とは、一般会計に特別会計のうちの学校給食センター事業を合わせたものです。

　○職員の平均年齢、平均給料月額および平均給与月額の状況（平成23年4月1日現在）

（注）職員数は、普通会計における平成23年４月１日現在の一般職の職員の総数であり、職員手当とは、扶養手当、住居手当、通
　　　勤手当などの各種手当（退職手当を除く）をいいます。

　○職員の初任給の状況（平成23年4月1日現在）

　○一般行政職の級別職員数の状況（平成23年4月1日現在）

（注）１．この表でいう一般行政職とは、全職員のうち、税務、福祉、企業職など以外の業務に従事している職員のことを指します。
　　　２．職員の職務は、その複雑、困難および責任の度合いに基づき１級から８級に分類されています。
　　　３．標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。

（注）１．ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。
　　　２．全国市平均とは、政令指定都市を除く全国の市の平均です。

（注）１．平均給料月額とは、各職種ごとの職員の基本給の平均です。
　　　２．平均給与月額とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当などの諸手当の額を合計したものの平均
　　　　　です。

卒業後すぐに採用された場合の初任給と、その後引き続き２年間勤務したときの給料月額は次のとおりです。

八街市人事行政運営等の状況八街市人事行政運営等の状況

住民基本台帳人口（H23.3.31現在）
74,577人

歳出額（Ａ）
19,012,281千円

実質収支
554,387千円

人件費（Ｂ）
4,015,515千円

人件費率（Ｂ／Ａ）
21.1％

平成21年度の人件費率
21.5％

１．職員の任免および職員数に関する状況について
　○採用・退職者数（平成22年度）

２．職員の給与の状況について

採用者数
20人

退職者数
23人

職員数（Ａ） 一人当たり給与費（Ｂ／Ａ）

5,625千円

給与費

528人
給　料

1,988,434千円
職員手当
271,984千円

期末・勤勉手当
709,742千円

計（Ｂ）
2,970,160千円

平成22年
平成17年

八街市
  98.4　　
97.8　　

全国市平均
98.8　　
97.6　　

区　分 一　般　行　政　職

八街市
国

平均給料月額
328,664円
327,205円

平均給与月額
355,587円
397,723円

平均年齢
42.8歳
41.9歳

一般行政職
八街市

大学卒

高校卒

決定初任給

144,500円

採用２年後
　

155,700円

172,200円 185,800円

国
決定初任給

Ⅰ種　181,200円
Ⅱ種　172,200円
　　　140,100円

採用２年後
Ⅰ種　200,000円
Ⅱ種　185,800円
　　　149,800円

　○職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成23年4月1日現在）

（注）経験年数とは、学校卒業後すぐに市に採用され、引き続いて勤務している場合には採用後の年数をいい、採用前に職歴など
　　　のある場合には、その期間を換算し、採用後の年数に加算した年数をいいます。

区　分

一般行政職
大学卒
高校卒

経験年数10年
252,200円
該当なし

経験年数15年
302,927円
262,650円

経験年数20年
360,443円
311,500円

２級
主　事
17人
5.0％
6.1％
7.5％  

１級
主事補
21人
6.1％
3.5％
1.9％

区　分
標準的な職務内容
職　員　数
構　成　比
１年前の構成比
５年前の構成比

参
考

３級
主任主事・副主査
124人
36.2％
40.0％
51.4％

４級
主査補
067人
19.5％
17.5％
 7.2％

６級
主幹・副主幹
46人
13.4％
13.5％
09.7％

５級
主　査
32人
 9.3％
 8.8％
 11.6％

７級
課　長
27人 
7.9％ 
8.5％ 
 8.8％ 

８級
部　長
９人 
2.6％ 
2.1％ 
1.9％ 

0343人
100.0％
100.0％
100.0％

合　計

　○部門別職員数の状況と主な増減理由（各年4月1日現在）

（注）職員数は一般職に属する職員数です。

一般行政職
教 育
公営企業等
合 計

△３人  
△１人  
１人  
△３人  

組織、人員配置の見直しによる減、退職者不補充
退職者不補充
退職者補充

対前年
増減数 主　な　増　減　理　由平成23年 平成22年

393人
113人
50人
556人

職員数

390人
112人
51人
553人


